






















は、「ASEAN 人権機構（an ASEAN Human Rights
Body）」創設が第 14条に明文化された。これを
基に ASEAN 政府間人権委員会（ASEAN Inter­
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要旨：東南アジア諸国連合（ASEAN）は人権や民主主義などの新しい価値観を 2000年代




The Association of Southeast Asian Nations（ASEAN）has been introducing new values in
its community building－human rights, democracy, the rule of law and so on. The ASEAN
Charter（2007）and the ASEAN Intergovernmental Commission on Human Rights（AICHR）
are illustrative of this change. This paper will examine the normative changes underlying a new
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ASEAN の言質に対して、WG からは 2000年に
「地域人権委員会設立合意書」を ASEAN に提出
した。ASEAN 憲章第 14条と AICHR ができるま
で WG は ASEAN に手詰まりであった地域人権
メカニズムのアイディアを提供し、「接ぎ木」の
役割を果たしていく。WG と ASEAN との接触は
ワークショップの形で 2001年から毎年続いたが、
ASEAN は合意書に無関心だった。この言説の変
化は ASEAN が 2004年にビエンチャン行動計画
（Vientiane Action Programme : VAP）策定にある。
VAP のなかで ASEAN は人権に関わる 4分野
（子供と女性の権利委員会の創設、移住労働者の
権利委員会の創設など）を掲げ、ASEAN 事務局
は WG に対して VAP 4分野で ASEAN を支援す
るよう要請した30）。VAP で人権に関する項目は
WG がワークショショップで ASEAN 側、ASEAN
加盟国からの出席者と協議してきた事柄だった。















２６）Jack Donnelly, ‘The Relative Universality of Human Rights’ Human Rights Review, Vol.27, 2007, pp.281­2.
２７）Sriprapha Petcharamesree, op.cit., p.48, Vitit Muntarbhorn, Unity in Connectivity? : Evolving Human Rights Mecha-







































































３３）ASEAN Secretariat, ‘ASEAN Security Community Plan of Action’ Annex Activities〈http : //arc­agreement.asean.org/
file/doc/2015/02/asean­security­community­plan­of­action.pdf〉
３４）Thomas Risse and Kathryn Sikkink, ‘The Socialization of International Human Rights Norms : Introduction’ in Tho­
mas Risse et. al.（eds.）op.cit., 1999, p.18.
３５）Alan Collins, ‘From Commitment to Compliance : ASEAN’s human rights regression?’ The Pacific Review, Vol.32,
No.3, 2019, p.368.
３６）Catherine Renshaw, ‘Understanding the new ASEAN Intergovernmental Commission on Human Rights : the Limits
and Potential of Theory’ University of New South Wales Faculty of Law Research Series Paper 53, 2010, p.60.
３７）Walter Woon, op.cit., p.45.
３８）Hassan Wirajuda, ‘Reconciling Consensus with New Realities’ ASEAN Focus, Vol.13, No.1, 2017, p.3.
３９）Ryan Goodman and Derek Jinks, Socializing States : Promoting Human Rights through International Law（Oxford :




































































４１）James Munro, ‘The Relationship between the Origins and Regime Design of the ASEAN Intergovernmental Commis­
sion（AICHR）’ The International Journal of Human Rights, Vol.15, No.8, 2011, p.1193.
４２）Jose Alvarez, ‘Do States Socialize?’ Duke Law Journal, Vol.54, 2005, p.967­8.
４３）Jurgen Ruland, ‘The Limits of Democratizing interest representation : ASEAN’s regional corporatism and normative
challenges,’ European Journal of International Relations, Vol.20, No.1, 2014, p.240.
４４）Thomas Risse, ‘Let’s Argue! : Communicative Action in World Politics’ International Organization, Vol.54, No.1,
2000.
４５）重政公一「国際関係理論におけるコンストラクティビスト・アプローチの再評価－メタ理論からみたウェン













































































４６）Thomas Risse 2000, op.cit., p.7.
４７）Mathew Davies, Realising Rights : How Regional Organisations Socialise Human Rights（Abingdon : Routledge,
2014）, p.28.
４８）Risse and Sikkink, 1999, op.cit., p.14.
４９）Johnston, op.cit., p.19.
５０）Tine Hanrieder, ‘The False Promise of the Better Argument’ International Theory, Vol.3, No.3, 2011.
５１）ASEAN 人権宣言の記述について、特にことわりのない場合は重政 2015年による。
重政 公一：ASEAN の弁証法－人権と民主化を視る国際関係理論
― ３５ ―
イアンスを導く文書であった。AHRD が最終段
階にあるとき、アメリカや国連人権高等弁務官は
市民社会との対話が少なすぎることから、策定の
やり直しを要求していた。アメリカ国務省は
AHRD の修正を要求していた。こうした欧米か
らの批判をフィリピン、タイ、インドネシアは受
け止めようとしていた。特にフィリピンはアメリ
カから AHRD を調印しないよう圧力を受けてい
た。フィリピンはこの圧力を梃子に従来からの主
張である普遍性、国際人権文書の標準を維持すべ
く、他の加盟国にピアプレッシャーをかけた。フ
ィリピンの主張が認められない場合、フィリピン
が AHRD に調印しないという内容だった。フィ
リピンはアメリカの圧力があるにせよないにせ
よ、元々この AHRD には不満だった。このフィ
リピンに対して、インドネシア、タイが友人とし
ての説得を試みた。この結果、プノンペン宣言に
は「地域の人権の促進と保護を進展させるために
ASEAN 人権宣言を完全に実行するわれわれの責
任を是認する」という文言が挿入される合意とな
った。
フィリピンのこうした態度は他の ASEAN 加盟
国を規範論争に巻き込み、AHRD の完全実施の
約束を他の加盟国から得ることで調印した。こう
したフィリピンをはじめとするインドネシア、タ
イは他の加盟国が主張した内容が盛り込まれた
AHRD 規範のフォロワーになる立場にあったが、
プノンペン宣言を新たに付け加え論争を再び起こ
し、すべての加盟国からの確約を得ることで規範
の設定者の側に転じた。
3 結びに代えて
ASEAN にとって人権の意味は曖昧であり、曖
昧であることから意味理解のための規範の論争が
生まれ、そこから共有の理解に至る場合や、また
同時に論争が継続する場合も考えられる。特に
「人権は政治家が最後に学習する事柄」（元
AICHR マレーシア政府代表）であるならば、人
権規範の意味定着には長い時間がかかると思われ
る。さらに規範の自己完結性の見直しも考える必
要がある。規範の意味が定着すればそれはコンス
トラクティビズム研究での終着点であろうか。
ASEAN の人権規範研究が依拠する方法は、固
定されたパースペクティブに依存することなく、
人権の意味と規範の伝播、論争を「体系的なナラ
ティブとして記述し、現象の因果的な規定要因を
浮き彫りにし、現象の推移やそれぞれの局面の意
味を明らかにする」52）手法で理解可能であると考
える。したがって従前のコンストラクティビズム
に拘泥することなく、そこに関連し派生するパー
スペクティブを考察する必要がある。本稿はこう
した試みの一つである。
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